
地域職域連携推進事業

岐阜県岐阜保健所





【管内の概要】H18.10.1

（岐阜市を除く）

人口：39万人

面積：789k㎡

高齢化率：18.3 ％

農業：野菜、富有柿

林業：住宅用建材

工業：製造業



事業経過

年度 調 査 事 業 等

H14
・50人以上の事業所の健康づくり現状調査

「健康づくり事業推進」
シンポジウム開催

H15

【地域職域連携共同モデル事業】
・事業所の健康づくり実態調査と支援希望調査
・「ヘルスプランぎふ21」協力団体の健康づくり事業

支援可能調査
・特色ある健康づくり実施事業所調査
・健康増進施設調査
・地域における分煙推進状況調査

・支援希望事業所へ
講師派遣

・健康増進施設マップ
作成

H16 ・50人以下の事業所における健康づくり事業実態

調査と支援希望調査

・支援希望事業所へ講
師派遣

・健康づくり関係機関・
団体の役割確認



事業経過

年度 調 査 事 業 等

H17
・「健康づくり推進検討会」を立ち上げ連
携の課題を検討

・退職者向け健康診断受診促進パンフ
レット作成

H18 ・事業所の分煙調査

・事業所を対象にした地域禁煙支援指
導者養成研修会

・健康づくり支援機関情報の更新

地域職域連携事業の位置づけと方向性を再確認

1. 「ヘルスプランぎふ２１圏域推進会議」の専門部会として位置づける。
2. 医療制度改革により、健診・保健指導が保険者に義務づけられるため、

今後は、たばこ対策・メンタルヘルス等ポピュレーションアプローチを推進する。



会議構成



岐阜圏域の自殺死亡率の推移（女性）
死亡率（人口10万対）



岐阜圏域の自殺死亡率の推移（男性）
死亡率（人口10万対）



岐阜圏域の自殺死亡者数（H15-16年）

人



H19年度 地域職域連携事業

会 議 調 査 研修会 情報発信

地域職域連携
推進会議

地域職域連携
ワーキング

メンタルヘルス
実態調査

メンタルヘルス
研修会

リーフレッ
ト作成

・ワーキング会議内
容報告

・メンタルヘルス実
態調査結果報告
等

・メンタルヘルス実態
調査方法等の検討

・調査結果の読み取り
・メンタルヘルス研修
会の企画

・リーフレット内容、配
布方法の検討

＜対象＞
小規模事業所の
事業主
（協同組合・商工会）

＜方法＞
①メンタルヘルス研
修会にアンケート用
紙配布

②協同組合・商工
会にて配布

＜対象＞
小規模事業所の
事業主
（２協同組合）

＜内容＞
①「職場のメンタルヘル
ス」
②「メンタルヘルス
心の病とその対応」

「働く人の心
の健康に関
する相談機関
一覧表」



メンタルヘルス実態調査（事業主調査）
回答数 ６７人



体調不良時の対処方法





「働く人の健康に関する相談機関一覧」掲載機関

区 分 相 談 窓 口

こころの健康に関する相談
精神保健福祉センター 保健所 市町村
いのちの電話 心理相談室等

労働者の健康に関する相談
産業保健推進センター 地域産業保健センター
労災病院勤労者メンタルヘルスセンター

経営融資 商工会議所 商工会

人権・法律相談
法テラス 弁護士会館 司法書士総合相談センター
犯罪被害者支援センター

生活全般 県民生活相談センター 警察安全相談室

女性のための相談 女性相談センター 警察ストーカー相談

子どもに関する相談
いじめ相談 ヤングテレフォン 子ども・家庭110番
教育相談 発達支援センター

医療機関 精神科病院 総合病院精神科 精神科診療所



H20年度 地域職域連携事業

会 議 調 査 研修会 情報発信

地域職域連携
推進会議

地域職域連携
ワーキング

メンタルヘルス
実態調査

メンタルヘルス
研修会

・ワーキング会議内
容報告

・メンタルヘル実態
調査結果報告等

・メンタルヘルス実態
調査方法等の検討

・調査結果の読み取
り

・メンタルヘルス研修
会の企画

＜対象＞
小規模事業所の従
業員
（協同組合・商工
会）

＜方法＞
定期健康診断実施
に合わせてアン
ケート用紙配布

＜対象＞
小規模事業所の従
業員
一般市民

＜内容＞
①「本当は怖い『う
つ』に克つために」

②「職域メンタルと
うつ病」

＊調査結果につ
いてアンケートを
実施した協同組
合・商工会にて
報告予定（次年
度）
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